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越谷市の財務書類（平成２０年度決算） 
 

 

１．はじめに 

平成１８年６月に施行した｢簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法

律｣を契機に、地方公共団体の資産・債務改革の一環として「新地方公会計制度の整備」が位置

付けられました。これにより、「新地方公会計制度研究会報告書」（平成 18 年 5 月総務省）で

示された「基準モデル」または「総務省方式改訂モデル」のどちらかを採用して、地方公共団体

単体ベース及び関係団体等も含む連結ベースでの４つの財務書類を平成２１年度までに整備す

ることが求められました。 

本市では、これまで国の「地方公共団体の総合的な財政分析に関する調査研究会」が示した作

成要領（平成１２年３月総務省、主に決算統計の数値を活用）に基づき財務書類を作成してきま

したが、今回の平成２０年度決算からはバランスシートをはじめ全ての財務書類に「基準モデル」

の概念を取り入れ作成することにしました。 

 

 

【基準モデル及び総務省方式改訂モデルの特徴】 

（１）基準モデル 

民間企業会計の考え方と会計実務を取り入れ、歳入歳出データを発生主義に基づき複式仕

分けを行い、また保有するすべての資産を公正価値（時価）により評価します。 

（２）総務省方式改訂モデル 

資産の保有状況などについて、既存の決算統計等を活用して簡易的に数値を算定すること

が認められているモデルです。 

 

※基準モデルは歳入歳出決算書を作成する基となる歳入・歳出データから複式仕分けを行い、

資産評価も一件一件台帳整備を行うことを原則とするモデルです。基準モデルに基づく財務書

類の数値は、全て伝票や台帳にまでさかのぼって検証可能なものであるのに対し、総務省方式

改訂モデルの数値は原則として決算統計の数値を組み替えたものであるため、数値の基礎には

重要な差異が含まれることとなります。 

 

 

 

 



【４つの財務書類】 

（１）貸借対照表（バランスシート） 

年度末時点における資産、負債、純資産の残高を示すものです。 

（２）行政コスト計算書 

当該年度における行政活動に伴うコストとその財源となる使用料・手数料等の収入を示す

ものです。 

（３）純資産変動計算書 

当該年度における純資産及びその内部構成の変動を示すものです。 

（４）資金収支計算書（キャッシュフロー計算書） 

当該年度における資金の支出と収入を示すものです。 

 

２．対象となる会計の範囲、作成基準など 

公表した４つの財務書類は、一般会計に特別会計をあわせた「単体ベース」と、それに本市

が関係する財団法人等を加えた「連結ベース」の２つの区分で作成しています。 

 
作成基準日･･･平成２１年３月３１日 

・一般会計及び特別会計における出納整理期間（平成２１年４月１日から５月３１日まで）の入

出金については、作成基準日までに終了したものとして処理しています。 

・企業会計及び関係団体における未収金・未払金のうち、一般会計及び特別会計と出納整理期間

に取引があったものは、作成基準日までに入出金されたものとして処理しています。 

③【連結会計】

②【単体会計】

①【普通会計】

公共用地先行取得特別会計

西大袋土地区画整理特別会計

東越谷土地区画整理特別会計

越谷市施設管理公社

七左第一土地区画整理特別会計

越谷コミュニティプラザ（株）

越谷市土地開発公社

介護保険特別会計

（財）越谷コミュニティセンター

国民健康保険特別会計

（株）埼玉県東部流通センター

一般会計

後期高齢者医療特別会計

老人保健特別会計

埼玉県市町村総合事務組合

埼玉県後期高齢者広域連合

東埼玉資源環境組合会計

彩の国さいたま人づくり広域連合

越谷・松伏水道企業団

埼玉県都市競艇組合

病院事業会計

公共下水道特別会計

交通災害共済特別会計

越谷駅西口土地区画整理特別会計



３．４つの財務書類 

（１）平成２０年度貸借対照表（バランスシート） 

現行の会計方式は、一会計年度の資金の流れ（フロー）を中心としているため、資産や負

債などのストックに関する情報がわかりにくくなっています。 

そこで、民間企業会計の手法を用いたバランスシートを作成することにより､税金の投入

等で整備された資産の状況や､その資産形成の財源である負債、純資産の状況等を把握する

ことができます。 

 

① 資産の部 

資産の部は、金融資産と非金融資産に区分されます。 

（イ） 金融資産 

金融資産には、前期の残高として捉える繰越金などの資金（現金）や税等未収金、有

価証券、地方自治体の外郭団体への出資金や貸付金、長期運用目的の基金などが該当し

ます。税等の回収不能見込額は、貸倒引当金としてマイナス計上します。 

（ロ） 非金融資産 

非金融資産には、住民サービスを提供するために地方自治体が保有する固定資産が計

上され、市庁舎や保育所、学校、社会福祉施設などの事業用資産と、道路や公園、上下

水道などのインフラ資産に区分されます。 

② 負債の部 

負債の部は、流動負債と非流動負債に区分されます。 

（イ） 流動負債 

流動負債は、翌年度に償還（返済）される地方債（市債）やＰＦＩ等で取得した資産

の未払金、職員の賞与支払いに備える賞与引当金などが該当します。 

（ロ） 非流動負債 

非流動負債は、地方自治体が長期的（翌々年度以降）に負う債務で、次世代の負担と

なる地方債（市債）、職員の退職給付に備える退職給付引当金などが該当します。 

③ 純資産の部 

純資産の部は、資産と負債の差額（純資産）です。純資産の増減が意味するのは、例えば

純資産が減少した場合、現役世代が将来世代にとっても利用可能であった資源を消費して便

益を受ける一方で、将来世代にその分の負担を先送りしたことを意味し、逆に純資産が増加

した場合は、現役世代が自らの負担によって、将来世代も利用可能な資源を蓄積し将来世代

の負担が軽減されたことを意味します。 



単位：千円

越谷市単体 連結 越谷市単体 連結
29,018,916 37,202,856 １．流動負債 17,782,830 20,201,091

（１）資金 4,212,199 9,110,666     （１）未払金 4,880,197 5,973,663
（２）債権 8,514,086 9,371,576   （２）賞与引当金計 998,522 1,010,601
　　①未収金 8,138,753 8,934,966 11,416,052 11,823,404
　　②貸付金 1,091,951 1,091,951
　　③その他の債権 204 61,481 （４）短期借入金 0 568,466
　　④貸倒引当金 -716,822 -716,822 （５）その他 488,058 824,956
（３）有価証券 496,618 2,991,399
（４）投資等 15,796,014 15,729,218
　　①出資金 1,894,792 467,502
　　②基金・積立金 13,901,222 15,192,430 ２．非流動負債 143,813,073 190,743,278
　　③その他 0 69,286 （１）地方債 124,074,850 143,347,653

（２）借入金 0 22,213,524
542,823,255 632,516,350 （３）退職給付引当金 19,738,223 20,004,962

（１）事業用資産 170,383,490 204,211,656 （４）その他 0 5,177,139
　　①土地 93,497,233 97,773,736
　　②建物 73,191,673 75,414,959
　　③その他 3,694,584 31,022,961
（２）インフラ資産 372,439,765 428,287,344 161,595,903 210,944,369
　　①用地 151,332,613 154,991,741
　　②施設 216,140,509 268,171,697
　　③その他 4,966,642 5,123,906
（３）繰延資産 0 17,351

571,842,171 669,719,207 571,842,170 669,719,207

資産の部

（３）翌年度償還
　　 予定地方債

負債合計
純資産の部

負債の部

１．金融資産

２．非金融資産

458,774,838

資産合計 負債及び純資産合計

   純資産合計 410,246,267

※ 記載金額は表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計と一致しない場合がある。 

●総額 

越谷市単体 連結 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●市民 1 人あたり（人口：319,267 人） 

越谷市単体 連結 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

負　債
50.6万円

純資産
128.5万円

資　産
179.1万円

負　債
50.6万円

純資産
128.5万円

資　産
179.1万円5718億4217万

1 千円 

1615 億 9590 万

3 千円 

4102億4626万

8 千円 

 
6697億1920万

7 千円 

2109 億 4436 万

9 千円 

4587億7483万

8 千円 

負　債
50.6万円

純資産
128.5万円

資　産
179.1万円

資　産
209.8万円

負　債
66.1万円

純資産
143.6万円



【バランスシートからわかること】連結ベース 

①資産について 

資産は、市政運営の資源として用いられ、将来にわたり行政サービスを提供するために使用さ

れるものです。 

本市の連結ベースの総資産は６，６９７億円、市民１人あたりに換算すると２０９万８千円と

なっております。 

全体の多くを占めているのが非金融資産で、総額６，３２５億円、市民１人あたり１９８万１

千円となっています。その内訳は、学校、文化施設などの事業用資産が２，０４２億円、道路や

橋梁などのインフラ資産が４，２８３億円となっています。 

 

②負債について 

負債は、地方債など将来において支払の必要があり将来の世代が負担することになる非流動負

債と、短期間のうちに支払期限が到来する流動負債に区分されます。 

本市の負債は総額２，１０９億円となっており、資産全体の３１．５％を占めています。 

市民１人あたりでは６６万１千円となっています。 

負債総額のうち、地方債残高（非流動負債の地方債＋流動負債の翌年度償還予定地方債）は１，

５５２億円で、このうち地方交付税で措置される額が７６０億円あることから、実質的な地方債

残高は７９２億円となっています。 

 

③純資産について 

純資産は４，５８８億円となっており資産全体の６８．５％、市民１人あたりでは１４３万６

千円となっています。 



（２）平成２０年度行政コスト計算書 

地方公共団体の活動には、資産の形成につながる道路や公園、学校等の公共施設の整備な

どのほか、資産の形成につながらない社会保障やごみ処理などの行政サービスがあります。 

行政コスト計算書は、この資産形成につながらない行政サービスの提供に要するコストと

それらに充当する使用料・手数料等の収入を示したものであり、本市の行政活動の内容を把

握することができます。 

 

◎コストの区分

職員給与や議員報酬、退職給付引当金繰入など。

備品や消耗品の購入費、減価償却費（社会資本の経年劣化に伴う
減少額）、施設の維持補修にかかる経費など。

業務等委託費や地方債償還の利子など。

補助金や児童手当、生活保護費等の社会保障経費など。２ 移転支出

１ 経常業務費用

　（１）人件費 

　（２）物件費

　（３）経費等 

 
 

単位：千円
越谷市単体 連結

107,804,323 133,172,003
１．経常業務費用 80,203,225 90,932,755

（１）人件費 21,801,824 23,290,228
①人件費（給与、職員手当） 11,337,608 12,245,904
②退職給付費 -589,324 -579,570
③その他（共済費、報酬、賃金など） 11,053,544 11,623,900

（２）物件費 10,362,539 16,062,766
         ①消耗品費 4,393,663 4,575,887
         ②維持補修費 1,110,514 3,979,720
         ③減価償却却費（事業用資産分） 3,907,142 1,697,102
         ④その他（修繕以外の需要費、役務費） 951,223 5,810,059
     （３）経費等 48,038,860 51,579,759
         ①委託費 8,762,616 10,126,444
         ②公債費（利子分） 3,450,059 4,076,441
         ③その他（賃借料、企業債借入金支払利息など） 35,826,184 37,376,871
２．移転支出 27,601,097 42,239,247
     （１）補助金等移転支出（補助金、交付金など） 10,107,090 24,717,965
     （２）社会保障給付費（扶助費） 9,707,027 9,707,027
     （３）その他（繰出金、公課費） 7,786,981 7,814,256

15,896,249 29,104,164
91,908,075 104,067,838

経常収益（使用料、手数料、諸収入の一部など）
純経常行政コスト[経常費用-経常収益]

経常費用

 
※ 記載金額は表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計と一致しない場合がある。 

 



【行政コスト計算書からわかること】連結ベース 

行政コスト（経常費用）は１，３３２億円となっており、市民１人あたりでは４１万７千円

となっています。 

また、行政サービスを利用する対価として市民が負担する使用料・手数料などの経常収益は

２９１億円となっており、市民１人あたりでは９万１千円となっています。行政コストから経

常収益を差し引いた純経常行政コストは１，０４１億円となり、市税や地方交付税などの一般

財源や国・県補助金などで補っています。 

 

 

 

（３）平成２０年度純資産変動計算書 

  純資産変動計算書は、地方公共団体が負担したコストのうち、住民などの直接的なサービス

利用者の負担ではまかないきれなかった部分を、国からの補助金や住民税などの税金でまかな

いきれているかを示す報告書です。純資産変動計算書の差引きがプラスであれば貸借対照表に

おける純資産の増加、つまり将来世代に資産を残した（負担を軽減した）ことを意味し、逆に

マイナスであれば、貸借対照表における純資産の減少、つまり資産を食いつぶした（将来の負

担を増やした）ことを意味します。 

  純資産変動計算書は、期首純資産残高（＝前期末貸借対照表の純資産）に、当期の行政コス

ト計算書から算定した純経常行政コストを差引きし、財源調達である市税、地方交付税、補助

金などを加算し、保有する資産の評価替えから生じる評価差額などを加算して期末純資産残高

を求めます。なお、期末純資産残高は、当期末貸借対照表の純資産の金額と一致します。 

 



行政コスト計算書に計上されない財源の流出入を示す。

（１）財源の使途 市税や国・県補助金などを使用した経費。

（２）財源の調達 調達した財源の種類。

財源を将来世代も利用可能な固定資産や長期金融資産にど
の程度使用したかを示す。

（１）固定資産の変動
当該年度に学校、道路などの社会資本を取得した額と過去
に取得した社会資本の経年劣化等に伴う減少額との差額。

（２）長期金融資産の変動
基金、貸付金、出資金など長期金融資産の当該年度におけ
る増減。

（３）評価・換算差額等の変動
固定資産や金融資産の当該年度に発生した評価益と評価損
との差額。

財源、資産形成充当財源の変動以外の変動を示す。

１ 財源の変動

２ 資産形成充当財源の変動

３ その他の純資産の変動

●変動要因の区分

 
 

単位：千円
越谷市単体 連結

406,259,353 452,060,986
１．財源変動の分 5,418,678 7,642,455

（１）財源の使途 -111,176,150 -127,210,734
①純経常行政コスト（行政コストの財源不足分） -91,908,075 -104,067,838
②固定資産形成（固定資産（有償取得分）） -10,610,925 -12,252,804
③長期金融資産形成（貸付金、基金、積立金） -1,366,164 -1,811,663
④その他（減価償却費（インフラ資産分）など） -7,290,986 -9,078,430

（２）財源の調達 116,594,828 134,853,189
         ①税収（地方税、地方譲与税など） 50,305,095 50,305,095
         ②補助金等移転収入（国・県支出金） 26,587,852 31,789,726
         39,701,880 52,758,367

２．資産形成充当財源変動の分 9,067,252 9,703,789
（１）固定資産の変動（固定資産形成-減価償却費） 9,844,470 10,055,369

-777,218 -372,626

     0 21,048

３．その他純資産の変動部 -10,499,015 -10,632,394
     （１）その他の純資産の変動 -10,499,015 -10,632,394

3,986,916 6,713,851
410,246,267 458,774,838

当期変動額
期末純資産残高

期首純資産残高

④その他（保険料、資産売却収入、貸付金等長
期金融資産償還金(元金）など）

（２）長期資産変動の分（長期金融資産形成-長期金
融資産償還収入）
（３）評価・換算差額等の変動（有価証券、土地等再
評価による減少分）

 
※ 記載金額は表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計と一致しない場合がある。 

 

【純資産変動計算書からわかること】連結ベース 

純資産は平成２０年度期間中に６７億円増加し、期末純資産残高は４，５８８億円となって

います。 



（４）平成２０年度資金収支計算書（キャッシュフロー計算書） 

資金収支計算書は、地方公共団体における資金収支、つまり資金の流れをあらわす報告書で

す。 

 資金収支計算書は、経常的収支の部、資本的収支の部、財務的収支の部に区分して表示されま

す。 

 

行政サービスを行うなかで、毎年度継続的に収入、支出さ
れるもの。
学校、道路などの資産形成や投資、貸付金などの収入、支
出など。

地方債、借入金などの収入、支出など。

１ 経常的収支

●収支の区分

２ 資本的収支

３ 財務的収支
 

 

単位：千円
越谷市単体 連結

5,125,318 8,887,669
１．経常的収支 17,143,602 23,644,759

（１）経常的支出 101,516,254 124,381,032
（人件費、扶助費、補助金、他会計繰出金など）

（２）経常的収入 118,659,856 148,025,788
（税収、国県支出金、使用料手数料など）

２．資本的収支 -9,576,677 -11,515,006
     （１）資本的支出 11,977,089 13,975,983
         （工事請負費、公有財産購入費、貸付金など）
     （２）資本的収入 2,400,412 2,460,977

（資産売却収入、貸付金元利収入など）
7,566,925 12,129,753

１．経常的収支＋２．資本的収支
３．財政的収支 -8,480,043 -11,906,753

（１）財務的支出（公債元金・利子償還金など） 14,772,843 18,809,267
（２）財務的収入（公債発行収入など） 6,292,800 6,902,514

-913,119 222,998
4,212,199 9,110,666

当期資金収支額
期末資金残高

期首資金残高

基礎的財政収支（プライマリーバランス）

 
※記載金額は表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計と一致しない場合がある。 

【資金収支計算書からわかること】連結ベース 

①経常的収支について 

経常的収支は２３６億円の黒字となっています。 

このキャッシュフローの黒字額が小さい場合には財政構造が硬直化していると考えられるた

め、行政活動支出の削減に努めることが必要となります。 



②資本的収支について 

資本的収支は１１５億円の赤字となっています。 

本市が採用する「基準モデル」では、経常的収支と資本的収支を合計したものを基礎的財政収

支（プライマリーバランス）と定義しており、一般的にこの額を黒字の範囲内に抑えることが

望ましいと言われています。平成２０年度の基礎的財政収支は１２１億円の黒字となっていま

す。 

③財務的収支について 

地方債の発行（収入）・償還（支出）のキャッシュフローである財務的収支は１１９億円の

赤字となっています。これは、地方債残高の償還が進んでいることを示しています。 

 

当期の資金収支額は2億円の黒字となっています。（平成２０年度に行う事業の財源となる

平成１９年度からの繰越金３１億円は期首資金残高に含まれており、平成２０年度の収入には

含まれません。） 

 

 

 

 

 

 

 

 



４．財務書類からわかる主な指標  （連結ベース） 

（ア）社会資本形成の世代間比率［純資産／（事業用資産＋インフラ資産）］ 

社会資本の整備結果を示す事業用資産及びインフラ資産の合計額のうち、純資産による整備

の割合を示すもので、現役世代によって既に負担された割合を見ることができます。 

単位：億円

純資産 4,588
事業用資産 2,042 ＋ インフラ資産 4,283

＝ 72.5%
 

 

社会資本の約７割を現役世代の負担で形成したことになり、将来世代への負担比率は約３割と

なっています。 

 

（イ）純資産比率［純資産／総資産］ 

総資産のうち、返済義務のない純資産の割合を示すもので、企業の財務分析において、財務

の安定性を図る指標として用いられる自己資本比率に相当するものです。 

単位：億円

純資産 4,588
総資産 6,697

＝ 68.5%
 

 

この純資産比率が高いほど財政状況が健全であると言えます。 



５．追加情報の注記 
財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項は次のとおりです。 

 
（1）有価証券等の評価基準及び評価方法 

満期保有目的有価証券     
償却原価法 

  満期保有目的以外の有価証券及び出資金 
   市場価格のあるものについては、年度末日の市場価値に基づく時価法による。 
   市場価格のないものについては、取得原価による。 
（2）非金融資産（固定資産）の減価償却・直接資本減耗の方法 

有形固定資産（事業用資産・インフラ資産）及び無形固定資産ともに定額法を採用 
（3）引当金の計上基準及び算定方法 
  ①貸倒引当金 
   市税や国民健康保険税などにかかる未収金の回収不能による損失に備えるため、一件あた

り１００万円未満の未収金については過去３年間の不納欠損実績により算出し、一件あた
り１００万円以上の個別案件についてはそれぞれ回収可能性を検討して算出し計上。 

  ②賞与引当金 
   賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上。 
  ③退職給付引当金 
   退職給付に備えるため、財政健全化法において将来負担比率を算定する際に用いる、要支

給額方式により算定。 
（4）リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引
については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理による。 

（5）消費税等の会計処理 
 一部の会計及び関係団体を除いて税込み方式による。 

（6）財務書類の表示金額単位 
   千円単位とする。なお記載金額は表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計と

一致しない場合がある。 
（7）売却可能資産 

土地  ３，２４６，９３３千円 
普通財産のうち売却することがすでに機関決定されている土地、または近い将来に売却が
予定されていると判断される土地を計上。 

（8）「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」における将来負担額 
  ただし、将来負担額は、一般会計等（一般会計、七左第一土地区画整理会計、西大袋土地区

画整理会計、公共用地先行取得会計）であり、基準モデルにおける単体ＣＦの対象会計と異な
ります。 

一般会計等の将来負担額　 163,523,237 千円
[内訳] 地方債の現在高 75,644,222 千円

債務負担行為支出予定額 12,021,699 千円
公営企業等地方債負担見込額 42,961,711 千円
組合等負担見込額 1,413,927 千円
退職手当負担見込額 14,511,003 千円
第三セクター等負担見込額 16,970,675 千円

99,167,306 千円
[内訳] 地方債償還額等充当基金残高 5,508,184 千円

地方債償還額等充当歳入見込額 17,669,838 千円
地方債償還額等充当交付税見込額 75,989,284 千円

基金等将来負担軽減資産

将来負担比率に関する情報

 
 


